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事  業  報  告  

２０２１年４月 １日から

２０２２年３月３１日まで

１．会社の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果ならびに対処すべき課題

当期のわが国経済は、引き続き新型コロナウィルス感染症により経済活動が抑制され、厳しい状

況が継続しました。当社におきましても、緊急事態宣言等に伴う商業テナントの時短営業、ホール

貸館利用のキャンセル、自主催事の中止により、来館者数とともに収益に大きな影響が生じました。

このような中、オフィス事業につきましては、4月に ITM 棟 6 階に「 OFFICE LOUNGE PORT 」を開

設し、休憩や打ち合わせ・商談スペースとして活用していただくことでオフィス入居者の満足度向

上を図りました。また、前年度に引き続きコロナ関連コールセンターの需要を取り込むことができ

たことに加え、大型区画へのテナント誘致が実現した結果、売上高、営業利益とも前年度を上回り

ました。

商業事業につきましては、免税店の休業、その他店舗の営業時間短縮が継続するなか、催事出店

等の誘致を獲得しましたが、前年度の大型店舗の退店の影響もあり売上高、営業利益とも前年度を

下回りました。

ホール事業につきましては、企業展示会の開催見送りや大型自主催事が中止を余儀なくされるな

ど厳しい環境が続きましたが、夏催事「ティラノサウルス展」が好評を博したことに加え、試験会

場としての利用の獲得に努めたことで、売上高、営業利益とも前年度を上回りました。

公共サービス事業につきましては、展示場の一時閉鎖を余儀なくされたこともありましたが、エ

イジレスセンターで厚生労働省の介護ロボット相談窓口業務を受託し、介護ロボット導入セミナー

の開催、介護関連企業からの問い合わせ対応により施設のＰＲ強化を図れた結果、売上高、営業利

益とも前年度を上回りました。

広報企画部門におきましては、コロナ禍で制約のあるなか「咲洲こども EXPO」の開催など賑わい

創出に努めたほか、万博の機運醸成や咲洲の地域連携の推進に向けた取り組みを行いました。

施設管理部門におきましては、引き続き空調ＦＣＵ(ファンコイルユニット)更新工事やサービス

改善のためのトイレ改修工事を施工しました。また、ビル管理業務委託会社を変更し、管理レベル

の向上とお客様サービスの改善に努めました。

全社的には、環境経営の一環としてエネルギー消費の削減や廃棄物の減量化に向けた取り組みを

スタートさせました。また、テレワークを実施したことを契機に稟議の電子決裁化を計画し、昨年

12 月から稼働させております。

これらの結果、当年度における業績は、売上高 58 億 57 百万円（前期比 15.4％増）、営業利益 15

億 91 百万円（同 18.6％増）、経常利益 15 億 57 百万円（同 19.9％増）、当期純利益 11 億 77 百万円

（同 11.8％増）となりました。なお、来館者数につきましては、前年度比 43 万人増の 470 万人とな

りました。
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2022 年度も、ホール事業や免税店など商業事業を中心に引き続き新型コロナウィルス感染症の影

響を受けることを想定しております。また、大阪・関西万博まで 3 年を切るなかで関連需要も顕在

化してくると思われますので、その獲得に注力してまいる所存です。

オフィス事業では、コロナ関連コールセンターとしての利用が終了するなか、当該区画をオフィ

スの標準内装に整備する工事を実施したうえで、ゼネコン、在日公館等への誘致提案を関係機関と

連携しながら行い、万博関連需要の獲得に努めてまいります。

商業事業では、4 月のフードコート「シーサイドテラス」開業に加え、既存店舗の決済手段の多様

化を通じキャッシュレス化を促進し、館内就労者やホール来場者などの利便性向上を図ってまいり

ます。また、ITM 棟 2 階の空き区画の早期稼働を通じ、賑わいの創出と収入確保に努めてまいります。

ホール事業では、企業展示会や大型会議等の貸館利用の回復には一定の時間を要すると思われま

すので、試験案件の獲得に加え幅広い客層にお越しいただく展覧会などを開催することにより稼働

率を上げていきたいと考えております。

公共サービス事業では、エコプラザにおいて気候変動や食と環境と教育等をテーマにしたゾーン

のリニューアルを実施するとともに、ＳＤＧｓ等の時流に応じた催事セミナーを開催し、集客や出

展企業の誘致に努めます。また、エイジレスセンターでは、「介護ロボット相談窓口」業務を引き続

き受託するとともに、介護事業者や業界団体との連携強化に取り組んでまいります。

広報企画部門では、フェリー新造船就航にあわせたタイアップ企画等により、広域からの集客増

加に取り組んでまいります。また、博覧会協会など関係部署との連携により当社のビジネスチャン

スを探るとともに、地域連携活動を通して社会とのコミュニケーション能力の向上を図ります。

施設管理部門では、ビルの機能を維持していくための「中長期保全計画」に基づき、空調ＦＣＵ

(ファンコイルユニット)の更新を完了するほか、専有部の照明ＬＥＤ化工事を推進します。また、

防災設備の改修や訓練を通じて災害対応力の強化を図るほか、トイレのグレードアップ工事により

サービス改善にも注力してまいります。

全社的には、環境経営の推進のため、電力調達に占める再エネ電力の構成比の向上、ホール貸館

の主催者から排出される廃棄物の減量化に取り組むことにしております。

（２）設備投資及び資金調達の状況

当事業年度は、空調ＦＣＵ(ファンコイルユニット)の更新工事やトイレ改修工事等に、9億18

百万円を支出しました。

資金調達については、当事業年度に特筆すべき事項はありません。
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（３）直近３事業年度の財産及び損益の状況

                                   （単位：千円）

期 別

区 分

第 30 期 第 31 期 第 32 期 第 33 期(当期)

(2019年3月期) (2020年3月期) (2021年3月期) (2022年3月期)
売 上 高       5,898,989       5,919,415       5,075,354       5,857,676

経 常 利 益       1,552,664       1,258,019       1,299,302       1,557,844

当 期 純 利 益       1,193,465       1,024,531     1,053,095     1,177,596

１株当たり当期純利益           29銭            25銭            26銭             29銭  

総 資 産      29,535,564      28,506,622      28,616,854      29,153,714

純 資 産    ▲12,285,768    ▲11,261,236    ▲10,208,141    ▲9,030,544

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しています。

   

（４）主要な事業内容

     ・不動産の賃貸及び管理

  ・国際卸売施設及び物流施設の運営管理

   ・各種催物、展示会の企画及び開催 等

  （５）事 業 所

本社  大阪市住之江区南港北２丁目１番１０号

（６）使用人の状況

使 用 人 数 前期比増減 平均年齢 平均勤続年数

41名 1名増 47歳 13年

（７）主要な借入先

借 入 先 借 入 額

大 阪 市   15,620百万円

日 本 政 策 投 資 銀 行   3,325百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行    3,060百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行    1,495百万円

大 阪 市 農 業 協 同 組 合 1,182百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行    990百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行    742百万円
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２．会社の株式に関する事項（２０２２年３月３１日現在）

（１）発行可能株式総数 普通株式 4,000,470,000 株

（２）発行済株式総数  普通株式 4,000,442,225 株 （うち自己株式 84,625 株）

（３）株    主    数                        ４１名

（４）大 株 主（発行済株式の総数の１０分の１以上の数の株式を保有する株主）

株 主 名 持 株 数 出資比率

大 阪 市 4,000,150,000株   99.99％

３．会社役員に関する事項

（１）取締役及び監査役の状況（２０２２年３月３１日現在）    

地  位 氏  名 担当、他の法人等の代表状況及び重要な兼務状況

代表取締役社長 木  村      繁

専 務 取 締 役 東    信 作

取 締 役 鳥 山 孝 之 大阪市経済戦略局 立地交流推進部長

〃 南 部 博 之 関西電力株式会社 ソリューション本部副本部長

              営業本部統括（法人営業） 兼務

〃 田 中 雅 人 大阪瓦斯株式会社副理事大阪・奈良・和歌山地区総括支配人

〃 石 原 俊 彦 関西学院大学専門職大学院 教授

常 勤 監 査 役 有 村 祥 一 日本政策投資銀行 監査部 参事

監 査 役 高 坂 佳 郁 子 弁護士法人色川法律事務所パートナー

   ※取締役のうち鳥山孝之氏、南部博之氏、田中雅人氏、石原俊彦氏の4氏は社外取締役です。

当該事業年度中の取締役、監査役の異動は次のとおりであります。

①就 任

２０２１年６月２８日開催の定時株主総会において、南部博之氏、田中雅人氏

が取締役に選任されました。

２０２１年６月２８日開催の定時株主総会において、有村祥一氏が監査役に選

任されました。

②退 任

取締役の藤野研一氏、監査役の土居俊彦氏は、２０２１年６月２８日開催の定

時株主総会をもって辞任いたしました。

取締役の鳥山孝之氏は、２０２２年３月３１日に辞任いたしました。

（２）取締役及び監査役報酬等の額    

                                  （単位：千円）

取 締 役 監 査 役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

名 千円 名 千円 名 千円

3 19,260      2 5,640 5 24,900 
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４．会計監査人の状況

（１）会計監査人の名称

        有限責任 あずさ監査法人

５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンスに係るものとして、「ＡＴＣ企業行動基準」を定めておりますが、同基準

に則った管理体制を構築していくものとします。

  ②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行状況を確認できるよう文書管理規程に従い職務の執行に係る情報を文書

または電磁情報により電磁的に記録し保存しております。

  ③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

社内にリスクマネジメント担当部門を設置し、会社リスクに関する教育及び管理体制の整

備につとめていきます。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制   

社内規程に基づく、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が

行われる体制をとっております。

  ⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

補助すべき使用人については専任の組織は設置しないが、総務、経理の各部署の社員各 1
名に「監査役事務局」の業務を委嘱・兼務し監査役の職務を補助するものとします。

⑥前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項および前号の使用人に対する監査役の指

示の実効性の確保に関する事項

前号の「監査役事務局」兼任社員の職務執行について取締役の指揮命令からの独立性及び

監査役からの指示の実効性が確保されるよう適切に対応するものとします。また当該社員

の人事異動や懲戒を行うときは予め監査役に報告し、協議するものとします。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社において、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実が発生もしくは発生する可能性

が生じた場合、または不正行為や法令・定款に違反する重大な事実が発生もしくは発生す

る可能性が生じた場合には、取締役及び社員は直ちに監査役に報告するものとします。

   ⑧前号の報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制

監査役に報告を行ったことを理由として、当該報告者が不利益な取扱いを受けないよう

「内部通報規程」に基づき、当該報告者を適切に保護します。

⑨監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について当社に対し費用の前払等を請求したときには、請求に係

る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを会社が証明した場合を除

き、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

常勤監査役は重要事項を審議する「経営会議」への参加と全ての稟議決裁書に対する事後

閲覧の継続を行うものとします。

また会計監査人から会計監査に関する説明を受けるとともに意見交換を行うなど提携を図
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ります。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

   ①コンプライアンスについて

    「ATC 企業行動基準」を遵守し、コンプライアンス規程および内部通報規程について全社

員へ周知をはかり、規程に基づき適切に運用しております。また、コンプライアンス委員

会を定期的に開催しております。

②取締役の職務執行について

    当事業年度において取締役会を 5回開催しております。また、経営会議を月 2 回開催し、

経営に関する重要な事項を審議し、合議の上、決定しております。併せて、予算進捗会議

を月 1 回開催し、各部門の月次予算に対する進捗状況および次月以降の取り組みについて

確認しており、取締役および使用人は法令および定款に適合した職務執行をしております。

③監査役の職務執行について

   当事業年度において、監査役協議を7回開催し、法令・定款・社内規程に基づきコンプライ

アンスに留意し、適正かつ最小限のリスクで業務が執行されているかを監査しております。

社長・取締役・監査役間で経営方針や事業遂行について意見交換を行うとともに、取締役

会・経営会議・予算進捗会議等に出席し取締役の職務執行について適正な監査体制を整え

ております。

また、会計監査人との情報交換に努め相互連携により監査の実効性をはかっております。

④内部監査について

    内部監査規程に基づき各部門の業務活動が、法令・定款・社内規程に準拠して適正に運営

されているか監査し、代表取締役に報告するとともに監査役と情報共有しております。
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貸 借 対 照 表
（２０２２年３月３１日現在）

                  （単位：千円）

科  目 金  額 科  目 金  額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 8,490,700 流 動 負 債 3,055,722

現 金 及 び 預 金   8,274,801 1年内返済予定の長期借入金 1,101,533

売 掛 金 160,190 リ ー ス 債 務 4,687

未 収 入 金 14,574 未 払 金 1,306,365

  未 収 収 益 1,460 未 払 費 用 4,269

貯 蔵 品 2,115 未 払 法 人 税 等 170,967

前 払 費 用 12,265 未 払 消 費 税 等 36,236

立 替 金 440 未 払 事 業 所 税 5,711

その他流動資産 25,022 前 受 金 161,573

貸 倒 引 当 金 ▲169 預 り 金 231,631

賞 与 引 当 金 27,162

  資 産 除 去 債 務 5,585

固 定 資 産 20,663,014

  有形固定資産 19,755,547

  建 物 12,287,551 固 定 負 債 35,128,536

  構 築 物 131,502 長 期 借 入 金 29,257,611

  機械及び装置 67,081 リ ー ス 債 務 10,643

  車両及び運搬具 1,750 預 り 保 証 金 5,682,101

  器具及び備品 72,088 退職給付引当金 169,076

  土 地 7,182,462 その他の固定負債 9,105

  建 設 仮 勘 定 13,112

負 債 合 計 38,184,259

無形固定資産 15,495

  商 標 権 486 （純資産の部）

  電 話 加 入 権 191 株 主 資 本 ▲9,030,544

  ソフトウェア 14,817 資 本 金     100,000

利 益 剰 余 金 ▲9,130,544

投資その他の資産 891,971 その他利益剰余金 ▲9,130,544

出  資  金 101   特別償却準備金 11

長期前払費用 41,711 繰越利益剰余金 ▲9,130,556

  繰延税金資産 850,138   

  差 入 保 証 金 20

純 資 産 合 計 ▲9,030,544

資 産 合 計 29,153,714 負債・純資産合計 29,153,714
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損 益 計 算 書
２０２１年４月 １日から
２０２２年３月３１日まで

                           （単位：千円）  
科      目 金     額

   売 上 高 5,857,676

営 業 原 価

     

3,397,018     

売 上 総 利 益 2,460,657

販売費及び一般管理費         868,953     

営 業 利 益      1,591,704

営 業 外 収 益

  受取利息及び配当金        2,356

  補 助 金 収 入 13,972       

  その他の営業外収益      56,067 72,395   

営 業 外 費 用

  支 払 利 息        92,890

  その他の営業外費用     13,364      106,255

経 常 利 益     1,557,844

特 別 損 失

  固 定 資 産 除 却 損     142,323    

      減 損 損 失 15,819 158,143

税 引 前 当 期 純 利 益 1,399,701    

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

237,983

▲15,878

           

222,105

当 期 純 利 益 1,177,596

株主資本等変動計算書
２０２１年４月 １日から
２０２２年３月３１日まで

                          （単位：千円）

株主資本

純資産合計

資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計特別償却  

準備金

繰越利益   

剰余金

当期首残高 100,000 1,538 ▲10,309,680 ▲10,308,141 ▲10,208,141 ▲10,208,141

当期変動額

特別償却準備金の取崩 ▲1,527 1,527 ― ― ―

当期純利益 ― 1,177,596 1,177,596 1,177,596 1,177,596

当期変動額合計 ― ▲1,527 1,179,124 1,177,596 1,177,596 1,177,596

当期末残高 100,000 11 ▲9,130,556 ▲9,130,544 ▲9,030,544 ▲9,030,544
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

当社は、2006 年 3 月期に減損会計の適用により多額の当期純損失を計上した結果、

9,030,544 千円の債務超過となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、2004 年 2 月 12 日に成立した特定調停における借入

金の返済条項を履行し、経費削減・営業強化等の収支改善に努力しております。その

結果、当期は 1,591,704 千円の営業利益、1,557,844 千円の経常利益を計上しておりま

す。

しかし、債務超過の解消には相当長期間を要すると見込まれるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成されており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書には反映し

ていません。

２． 重要な会計方針

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

   棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

貯蔵品･･･総平均法

  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法   

   ①有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法

定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準

によっています。ただし､建物については 1998 年度の税制改正により耐用年数の

短縮が行われていますが、改正前の耐用年数を継続して適用しています。

②無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法

定額法によっております。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間

(5 年)に基づく定額法によっております。

③リース資産の減価償却方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金･･･一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しています。

② 賞 与 引 当 金･･･従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。
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③ 退 職 給 付 引 当 金･･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務の額に基づき、当期に発生していると認められる額を計上

しています。

（４） 収益及び費用の計上基準

土地建物賃貸事業は、大阪府において、保有するオフィスビル及び商業施設等を

賃貸する事業です。当該不動産の賃貸による収益のうち賃料等につきましては、

リース取引に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわたって「その他の源泉

から生じる収益」として収益を認識しております。

一方、土地建物賃貸事業のうち水道光熱費及びその他の事業の個別費収入等につ

きましては、顧客の利用時に履行義務を充足したとみなし、利用時点で収益を認

識しております。

３．会計方針の変更に関する注記

（１） 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下  

「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサ

ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っておりますが、当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響は

ありません。

また、当事業年度の損益に与える影響はありません。

（２） 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 2019 年７月４日）第 44-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる、計算書類への影響はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで

す。

繰延税金資産 850,138 千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によ

って見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって

影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異な

った場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与え

る可能性があります。
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５． 貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額                   78,151,962 千円

（減損損失累計額 49,889,295 千円を含む）

（２）有形固定資産の圧縮累計額               2,897,181 千円

（３）担保に供している資産       現金及び預金    1,918,298 千円

                     建 物      12,287,551 千円

                     土 地      7,182,462 千円

上記に対応する債務       預 り 保 証 金      1,918,298 千円   

                   長 期 借 入 金     30,359,144 千円

（1 年以内返済予定を含む）

（４）貸借対照表上の契約負債は前受金に 21,396 千円計上しております。

６． 損益計算書に関する注記

    損益計算書上、顧客との取引から生じる収益は、売上高に 4,733,593 千円計上してお

ります。

７． 株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 4,000,442,225株 0株 0株 4,000,442,225株

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 84,445株 180株 0株 84,625株
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８． 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

           減損損失            11,344,699 千円

           退職給付引当金               58,415 千円

           未払事業税              15,656 千円

           その他               19,212 千円

         繰延税金資産      小計    11,437,984 千円

評価性引当額           ▲10,587,442 千円

繰延税金資産      合計         850,542 千円

         繰延税金負債

           特別償却準備金              ▲5千円

           その他            ▲397 千円

         繰延税金負債      合計       ▲403 千円

         繰延税金資産の純額         850,138 千円

９． 金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

    ①金融商品に対する取組方針

      当社は、余裕資金の運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資金

調達については銀行借入による方針です。デリバティブ取引は行っておりません。

    ②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

      現金及び預金のうち、ドル建て定期預金については、金融商品での信用リスク

と為替リスクはありません。

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。これらの借入金の金利は主に 5

年ごとに見直されるため、金利の変動リスクに晒されています。

（２）金融商品の時価等に関する事項

2022 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。なお、市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含めて

おりません。

（単位：千円）

貸借対照表

計上額

時価 差額

(1) 長期借入金（※１） (13,218,400)   （13,215,940)   ▲2,459

(2) 預り保証金 (5,682,101)    （5,646,098) ▲36,002

負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

     ※１ 1年以内返済予定の長期借入金 1,101,533 千円は、長期借入金に含めて表示して

おります。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応
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じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1 の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した

時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が

最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、特定調停における借入金条

項に基づく直近の改定利率に市場金利の変動を加味して算定した利率で割り引い

て算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

(2)預り保証金

預り保証金の時価については、長期借入金と同じ割引率で割り引いて算定する

方法によっており、レベル２の時価に分類しております。なお、担保を差し入れ

ているものについては、信用リスクを調整した割引率を利用しております。

(注２)なお、長期借入金のうち将来の返済予定が定まっていないもの（17,140,744 千円）

については、上記の表から除いております。

１０．賃貸等不動産に関する注記

当社は大阪府において、賃貸用施設（土地を含む）を有しております。賃貸用施設に

ついては、当社が経営管理上使用している部分を含んでおりますが、これを区分するこ

とは困難であるため、一括して記載しております。

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

  （単位：千円）

貸借対照表計上額
決算日における時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

19,314,621 155,392   19,470,013 26,300,000

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

(注２) 当事業年度増減額のうち、主な増加額は賃貸等資産の取得（875,134 千円）であ

り、主な減少額は減価償却費（673,587 千円）による減少であります。

(注３) 決算日における時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく

金額であります。
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１１．関連当事者との取引に関する注記

  法人主要株主                             （単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の内容、

取引金額

科目、

期末残高

主要株主 大阪市 （被所有）

直接99.9％
役員受入

不動産賃貸

資金借入

補助金受入

損失補償
（被補償）

賃貸収入

（注１）

  2,433,118

売掛金

      9,354

補助金収入

（注２）

13,972

未収入金

13,972

預り保証金返還

   86,864

預り保証金

2,626,189

資金借入

   （注３）－

長期借入金

15,620,500 

損失補償
（被補償）

（注４）

14,738,644

―

    上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社の標準賃料を基に、交渉の上決定しております。

（注２）大阪市の補助金交付要綱に基づき、決定しております。

（注３）借入利率は特定調停の決定に基づいております。

（注４）特定調停の調停条項に基づき、金融機関からの借入金等に対して、金融機関

が担保物件の処分などをしてもなお回収不能が発生した場合、大阪市が損失

額を補償することとなっており、補償料はありません。なお、取引金額は期

末現在の金融機関からの借入残高を計上しております。

１２．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額   ▲ 2 円 25 銭

１株当たり当期純利益       29 銭

１３．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「２．重要な会計方針」注記の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載の通りであり

ます。

１４．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

１５．その他の注記

資産除去債務に関する注記

当社は、大阪市より賃借している土地の一部に施設を建設しており、市有地賃貸借契
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約に基づく原状回復義務を有しておりますが、当該施設は事業を継続する上で移設、撤

去が困難であり、将来退去する可能性も極めて低いため、当事業年度においては、除却

の意思決定を行った固定資産を除き、資産除去債務を計上しておりません。

（備考）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。


